
省エネの取組に関する⽀援制度
（経済産業省予算 PR資料（抜粋））



省エネルギー投資促進⽀援事業費補助⾦
令和３年度補正予算額 100.0億円

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ

事業⽬的・概要

国 ⺠間企業等 事業者等
補助（定額） 補助(定額) 

世界的に⽯油、LNG、⽯炭等のエネルギー価格が⾼騰しており、エ
ネルギー消費機器の⾼効率化による燃料・電⼒の消費抑制を図る
ことが重要です。

成果⽬標

【業務⽤冷蔵庫】【空調】

対象設備（例）

【射出成形機】

・省エネルギー性能の⾼い⽣産設備やユーティリティ設備等

エネルギーコスト減

本事業では、上記を踏まえた緊急的な⽀援として産業・業務部⾨
における性能の優れた省エネ設備への更新に係る費⽤の⼀部を補
助することで、需要側における燃料・電⼒の消費抑制に資する取組
を促しエネルギーコストの節減を⽬指します。

性能の優れた省エネ機器への更新⽀援により、エネルギーミックスに
おける産業・業務部⾨の省エネ対策中（2,700万kl程度）、省エ
ネ設備投資を中⼼とする対策（2,177万kl）の達成に寄与します。

⼯場・事業場等

更新

エネルギー消費効率の向上

省エネ設備への更新等を⽀援省エネ設備への更新等を⽀援



先進的省エネルギー投資促進⽀援事業費補助⾦
令和4年度予算案額 253.2億円（325.0億円）

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ
事業⽬的・概要

令和３年から令和12年までの10年間の事業であり、令和12年
度までに本事業含む省エネ設備投資の更なる促進により、原油換
算で2,155万klの削減に寄与します。

国 ⺠間企業等 事業者等
補助 補助(3/4,1/2,1/3,定額) 

⼯場・事業場において実施されるエネルギー消費効率の⾼い設備へ
の更新等を以下の取組を通じて⽀援します。なお、当該⽀援に必
要な⼀部業務のサポート事業を実施します。

(A)先進事業︓⾼い技術⼒や省エネ性能を有しており、今後、導⼊
ポテンシャルの拡⼤等が⾒込める先進的な省エネ設備等の導⼊を⾏う
省エネ投資について、重点的に⽀援を⾏います。

(B)オーダーメイド型事業︓個別設計が必要な特注設備等の導⼊を
含む設備更新やプロセス改修等を⾏う省エネ取組に対して⽀援を
⾏います。

(C)指定設備導⼊事業︓省エネ性能の⾼い特定のユーティリティ設備、
⽣産設備等への更新を⽀援します。

(D)エネマネ事業︓エネマネ事業者と共同で作成した計画に基づく
EMS制御や⾼効率設備の導⼊、運⽤改善を⾏うより効率的・効
果的な省エネ取組について⽀援を⾏います。

【業務⽤冷蔵庫】【空調】

対象設備（例）

(C)指定設備導⼊事業

【射出成形機】

従来設備と⽐較して優れた省エネ設備への更新を⽀援。

(B)オーダーメイド型事業
既存設備を機械設計が伴う設備⼜は事業者の
使⽤⽬的や⽤途に合わせて設計・製造する設備
の更新を⾏う省エネ取組を⽀援。

(A)先進事業
「I．省エネ技術の先進性」、「II．省エネ効果」、「III．導⼊ポテンシャル」
の観点から事前審査・登録された「先進設備・システム」の導⼊を重点的に
⽀援する。

(D)エネマネ事業
エネマネ事業者（※）の活⽤による効率的・効果的な省エネ取組を
⽀援。

【先進設備・システム登録リスト】

成果⽬標

※エネルギー管理⽀援サービ
スを通じて⼯場・事業場等の
省エネを⽀援する者。



中⼩企業等に対するエネルギー利⽤最適化推進事業
令和4年度予算案額 8.０億円（8.2億円）

資源エネルギー庁
省エネルギー･新エネルギー部
省エネルギー課

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国 ⺠間企業等

事業イメージ
事業⽬的・概要
 エネルギー利⽤最適化診断や地域プラットフォームの構築など、中⼩

企業等のエネルギー利⽤最適化を推進するための⽀援を⾏います。

（１）エネルギー利⽤最適化診断事業・情報提供事業

中⼩企業等の⼯場・ビル等のエネルギー管理状況の診断、AI・IoT等を
活⽤した運⽤改善や再エネ導⼊等提案に係る経費の⼀部を国が⽀援
します。また、診断事例の横展開、関連セミナーへの講師派遣も実施し
ます。

（２）地域のエネルギー利⽤最適化取組⽀援事業

省エネのみならず再エネ導⼊等も含むエネルギー利⽤最適化に向け、中
⼩企業等が相談可能なプラットフォームを地域毎に構築するとともに、相
談に係る相談窓⼝や⽀援施策などをポータルサイトに公開します。
成果⽬標
 令和３年から令和７年までの５年間の事業であり、最終的には令和12

年度の省エネ効果238.5万klを⽬指します。

（１）エネルギー利⽤最適化診断事業・情報提供事業

（２）地域のエネルギー利⽤最適化取組⽀援事業
• 地域プラットフォーム構築事業（省エネお助け隊）

• プラットフォーム情報提供基盤構築事業

⺠間企業等

国 ⺠間企業等 事業者

（１）エネルギー利⽤最適化診断事業・情報提供事業

⼯場・ビル等のエネルギーの管理状況を診
断し、AIやIoTを活⽤して設備の運⽤改善
や⾼効率設備への更新に加え再エネ導⼊
の提案を⾏います。

【改善提案例】
・空調の運⽤改善
・照明の運⽤改善
・蒸気・温⽔⽤配管、バルブ等の保温対策
・再エネ設備の導⼊⽀援

エネルギー利⽤最適化診断 情報提供
・成功事例の横展開
・エネルギー利⽤最適化関連
のセミナーへの講師派遣

中⼩企業等にとって⾝近な相談先である⾃治体、⾦融機関、中⼩企業団
体等と連携し、多様な省エネ相談等に対応できるエネルギー関連の専⾨家
と経営専⾨家の双⽅よりエネルギーコストの削減や設備導⼊に係るアドバイ
スが可能な体制を地域ごとに整備します。

地域プラットフォームから地域内の中⼩企業、⾃治体及び⾦融機関等に
省エネ等に関する様々な情報提供を⾏うとともに、他地域のプラットフォー
ムとの連携を⾏います。

⺠間団体等
（地域プラット
フォーム）

（２）地域のエネルギー利⽤最適化取組⽀援事業

⾃治体 ⾦融機関
中⼩企業団体等

情報の相互連携
コーディネーター

省エネの専⾨家 経営の専⾨家

エネルギーの使⽤状況を知りたい
コストをかけずに省エネを図りたい

省エネを進めるにあたって資⾦⾯のアドバイスが欲しい
省エネ取組の計画を⽴てたい

設備更新に関してアドバイスを受けたい等

エネルギーに関する悩み・課題の相談

実態に即した省エネ取組の提案

補助
（定額）

補助
（定額）

補助
（定額）

省エネ取組⽀援
補助（9/10）

診断・情報提供等
補助（9/10）



住宅・建築物需給⼀体型等省エネルギー投資促進事業
令和４年度予算案額 80.9億円（83.9億円）

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課

事業の内容 事業イメージ
事業⽬的・概要
⼤幅な省エネ実現と再エネの導⼊により、年間の⼀次エネル

ギー消費量の収⽀ゼロを⽬指した住宅・ビルのネット・ゼロ・エネ
ルギー化を中⼼に、⺠⽣部⾨の省エネ投資を促進します。

成果⽬標
令和３年度から令和７年度までの5年間の事業であり、令和

12年度省エネ⾒通し（約6,200万kl削減）達成に寄与しま
す。
令和12年度以降新築される住宅・建築物について、ZEH・

ZEB基準の⽔準の省エネルギー性能の確保を⽬指します。

① ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH︓ゼッチ）の実証⽀援
需給⼀体型を⽬指したZEHモデルや、超⾼層の集合住宅におけるZEH
化の実証等により、新たなモデルの実証を⽀援します。

② ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB︓ゼブ）の実証⽀援
ZEBの設計ノウハウが確⽴されていない⺠間の⼤規模建築物（新築︓
1万m2以上、既築︓2千m2以上）について、 先進的な技術等の組み
合わせによるZEB化の実証を⽀援し、その成果の横展開を図ります。

③ 次世代省エネ建材の実証⽀援
既存住宅における消費者の多様なニーズに対応することで省エネ改修の
促進が期待される⼯期短縮可能な⾼性能断熱材や、快適性向上にも
資する蓄熱・調湿材等の次世代省エネ建材の効果の実証を⽀援します。

国 ⺠間企業等 事業者等
補助 補助（①⼾建︓定額，集合︓2/3以内 ②2/3 ③1/2）

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

①需給⼀体型ZEHモデル(次世代ZEH＋)のイメージ

⼯期を短縮して断熱改修

断熱
パネル

既存壁
壁紙

蓄熱や調湿による消費エネルギー低減

蓄熱材

調湿材⾼断熱ドア

ドアの断熱改修

③次世代省エネ建材の実証のイメージ

デシカント
空調システム

外気負荷削減

⾼効率熱源

⾼効率照明

外⽪性能の向上

⾼効率空調

②ZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物のイメージ
フリークーリング
システム

地中熱利⽤の
⾼度化コージェネレーション

設備の⾼度化

更なる再エネ活⽤



クリーンエネルギー⾃動⾞・インフラ導⼊促進補助⾦
令和３年度補正予算額 375.0億円

（１）（２）製造産業局 ⾃動⾞課

（３）資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
⽔素・燃料電池戦略室

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ
事業⽬的・概要
2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、環境性能に優れた

クリーンエネルギー⾃動⾞の普及が重要です。早期に電気⾃動
⾞や燃料電池⾃動⾞等の需要創出や⾞両価格の低減を促す
と同時に、⾞両の普及と表裏⼀体にある充電・⽔素充てんインフ
ラの整備を全国各地で進めることが喫緊の課題です。
本事業では、導⼊初期段階にある電気⾃動⾞や燃料電池⾃

動⾞等について購⼊費⽤の⼀部補助を通じて初期需要の創
出・量産効果による価格低減を促進します。
また、電気⾃動⾞やプラグインハイブリッド⾃動⾞の充電設備等の

購⼊費及び⼯事費、⽔素ステーションの整備費及び運営費を補
助します。

成果⽬標
「グリーン成⻑戦略」等における、2035年までに、乗⽤⾞新⾞販

売で電動⾞100%とする⽬標の実現に向け、クリーンエネルギー
⾃動⾞の普及を促進します。
また、⾞両の普及に必要不可⽋なインフラとして、充電インフラを

2030年までに15万基、⽔素充てんインフラを、2030年までに
1,000 基程度整備します。

（１）クリーンエネルギー⾃動⾞導⼊事業

国 ⺠間団体等

補助（定額）

購⼊者、設置
事業者等

補助（定額,2/3.1/2等）

燃料電池⾃動⾞プラグインハイブリッド⾃動⾞

電気⾃動⾞ ※補助対象例

（２）充電インフラ整備事業

（３）⽔素充てんインフラ整備事業

【⼩規模】 【中規模】 【⼤規模】

普通充電器
（スタンド型）

急速充電器

※補助対象例

普通充電器
（コンセント型）

※補助対象例



クリーンエネルギー⾃動⾞導⼊促進等補助⾦
令和4年度予算案額 155.0億円（155.0億円）

(1)製造産業局 ⾃動⾞課
(2)製造産業局 ⾃動⾞課

素材産業課
⾦属課

商務情報政策局 電池産業室

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ
事業⽬的・概要
我が国のCO2排出量の約2割を占めている運輸部⾨のCO2削減の

ため、環境性能に優れたクリーンエネルギー⾃動⾞の普及が重要です。
加えて、安全性を向上させる⾼度な機能や、災害に⾮常⽤電源とし
ても活⽤できる機能を有した⾞両もあり、クリーンエネルギー⾃動⾞の
普及は、社会全体のレジリエンス等向上にも重要です。
また、こうした⾃動⾞の電動化等の鍵となる蓄電池について、安定・

強靱なサプライチェーンを構築することが不可⽋です。
本事業では、(1)初期需要の創出・量産効果による価格低減のため、

クリーンエネルギー⾃動⾞の購⼊費⽤の⼀部、(2)⾞載⽤をはじめと
した国内の蓄電池のサプライチェーン強靱化のため、建物・設備への
投資及び⽣産技術等に関する研究開発費⽤の⼀部、を補助します。

成果⽬標
令和3年度から令和7年度までの5年間の事業であり、「グリーン成⻑

戦略」等における、2035年までに新⾞販売に占める乗⽤⾞を電動
⾞100%とする⽬標の実現に向け、クリーンエネルギー⾃動⾞の普及
を促進します。

（１）クリーンエネルギー⾃動⾞導⼊事業

（２）蓄電池の先端⽣産技術導⼊・開発促進事業

• 先端的な蓄電池・材料の⽣産技術、リサイクル技術を⽤い
た⼤規模製造拠点を国内に⽴地する事業者に対し、その
ために必要となる建物・設備への投資及びこうした⽣産技
術等に関する研究開発に要する費⽤を補助します。

国 ⺠間団体等
補助（定額）

購⼊者等
補助（定額,2/3,1/2等）

（1）

国 基⾦設置法⼈ ⺠間企業等
補助（1/2,1/3等）

（2）
補助（定額）

クリーンディーゼル⾃動⾞プラグインハイブリッド⾃動⾞

電気⾃動⾞
※補助対象例

燃料電池⾃動⾞


